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○音更町特別工業地区建築条例 
昭和５８年３月２８日 

条例第１４号 
（目的） 

第１条　この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第４９条第

１項の規定に基づき、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第２号に掲げる特

別用途地区として定める特別工業地区における土地利用の効率及び高度化を図るため、必要な建

築物の制限又は禁止を行い、もつて地域住民の生活環境の保全に資することを目的とする。 
（適用地域） 

第２条　この条例の適用地域は、帯広圏都市計画で定めた音更町における特別工業地区（以下「特

別工業地区」という。）とする。 
（用語の定義） 

第３条　この条例における用語の定義は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。

以下「令」という。）の例による。 
（特別工業地区） 

第３条の２　特別工業地区内は、建築制限の程度により、第１種特別工業地区、第２種特別工業地

区、第３種特別工業地区、第４種特別工業地区及び第５種特別工業地区に区分する。 
２　第１種特別工業地区、第３種特別工業地区及び第４種特別工業地区は工業地域内の特別工業地

区について、第２種特別工業地区及び第５種特別工業地区は準工業地域内の特別工業地区につい

て、それぞれ町長が指定する。 
（建築物の制限） 

第４条　特別工業地区内においては、法第４８条第１１項又は第１２項にそれぞれ規定する制限の

ほか、第１種特別工業地区内にあつては別表第１に、第２種特別工業地区内にあつては別表第２

に、第３種特別工業地区内にあつては別表第３に、第４種特別工業地区内にあつては別表第４に、

第５種特別工業地区内にあつては別表第５にそれぞれ掲げる建築物を建築（移転を除く。）し、

又は用途を変更して新たにこれらの用途に供してはならない。ただし、町長が公益上やむを得な

いと認め、又は特別工業地区の指定の目的に反しないと認めて許可した場合においては、この限

りでない。 
（既存建築物に対する制限の緩和） 

第５条　法第３条第２項の規定により前条の規定の適用を受けない建築物（以下「既存建築物」と

いう。）は、同条の規定の適用を受けなくなつたとき（以下「基準時」という。）を基準として、

前条の規定にかかわらず、次に定める範囲内で増築し、改築し、又はその用途を変更することが

できる。 
（１）増築又は改築が基準時における敷地内のものであり、かつ、増築又は改築後における延べ

面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対してそれぞれ法第５２条第１項及び法第５

３条の規定に適合すること。 
（２）基準時以後において、増築において増加する延べ面積（増築する建築物が２棟以上の場合

又は数回にわたつて増築する場合においては、これらの増築によつて増加する延べ面積の合

計）は、基準時における延べ面積（同一敷地内において２棟以上の建築物がある場合において

は、その延べ面積の合計）の１０分の２を超えないこと。 
（３）前条の規定に適合しない既存建築物で、適合しなくなつた理由が原動機の出力によるもの

にあつては、基準時以後において増加できる原動機の出力の合計（数回にわたつて増加する場

合にあつては、これらの合計）は、基準時における原動機の出力の１０分の２を超えないこと。 
（罰則） 

第６条　第４条の規定に違反した者は、１０万円以下の罰金に処する。 
（両罰規定） 

第７条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の

業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても前

条の罰金刑を科する。ただし、法人又は人の代理人、使用人その他の従業者の当該違反行為を防

止するため、当該業務に対し、相当の注意及び監督が尽されたことの証明があつたときは、その

法人又は人については、この限りでない。 



2/4

（委任） 
第８条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附　則 
この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 

（昭和５８年４月２６日規則第９号により昭和５８年４月２８日から施行） 
附　則（平成３年１２月２０日条例第１９号） 

この条例の施行期日は、規則で定める。 
（平成４年４月３日規則第１２号により平成４年４月３日から施行） 

附　則（平成５年３月１７日条例第５号） 
（施行期日） 

１　この条例は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成４年法律第８２号。以下

「改正法」という。）の施行の日から施行する。 
（経過措置） 

２　この条例による改正後の音更町特別工業地区建築条例の適用については、改正法第１条の規定

による改正後の都市計画法第２章の規定により行う用途地域に関する都市計画の決定の告示の

日までの間は、改正法第２条の規定による改正後の建築基準法（以下「新建築基準法」という。）

第３条第３項第２号（新建築基準法第４８条第１項から第１２項までの規定に関する部分に限

る。）、第４８条（第１３項及び第１４項を除く。）、第４９条、第８６条の２、第８７条第２

項及び第３項（これらの規定中新建築基準法第４８条第１項から第１２項までの規定の準用に関

する部分に限る。）、第８８条第２項（新建築基準法第４８条第１項から第１２項までの規定の

準用に関する部分に限る。）、第９９条第１項並びに別表第２の規定は適用せず、改正法第２条

の規定による改正前の建築基準法（以下「旧建築基準法」という。）第３条第３項第２号（旧建

築基準法第４８条第１項から第８項までの規定に関する部分に限る。）、第４８条（第９項及び

第１０項を除く。）、第４９条、第８６条の２、第８７条第２項及び第３項（これらの規定中旧

建築基準法第４８条第１項から第８項までの規定の準用に関する部分に限る。）、第８８条第２

項（旧建築基準法第４８条第１項から第８項までの規定の準用に関する部分に限る。）、第９９

条第１項並びに別表第２の規定によるものとし、この条例による改正前の音更町特別工業地区建

築条例第４条、別表第１及び別表第２の規定は、なおその効力を有する。 
附　則（平成９年３月２１日条例第３号） 

この条例は、平成９年４月１日から施行する。 
附　則（平成１２年６月２３日条例第２７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
附　則（平成２３年３月２５日条例第１０号） 

この条例は、都市計画法第２１条第２項の規定により準用する同法第２０条第１項の規定による

特別用途地区に係る都市計画の変更の告示の日から施行する。 
附　則（平成３０年３月２０日条例第１５号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
附　則 

この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定により準用する同

第２０条第１項の規定による特別用途地区に係る都市計画の変更告示の日から施行する。 
別表第１（第４条関係） 

（１）　法別表第２（る）項第１号に掲げる工場 
（２）　亜硫酸ガスを用いる物品の漂白 
（３）　骨炭その他動物質炭の製造 
（４）　羽又は毛の洗浄、染色又は漂白 
（５）　骨、角、牙又はひづめの引割、乾燥又は研磨 
（６）　れん炭、でん粉又はガラスの製造 
（７）　住宅（第１種特別工業地区内に立地する工場の管理人のための住宅で、町長が規則で定

めるものを除く。） 
（８）　共同住宅、長屋、寄宿舎又は下宿（第１種特別工業地区内に立地する工場の所有に係る

当該工場の従業員のための共同住宅、長屋又は寄宿舎で、町長が規則で定めるものを除く。） 
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（９）　店舗、飲食店その他これらに類するもので、その用途に供する部分の床面積の合計が５

００平方メートルを超えるもの 
（１０）　図書館、博物館その他これらに類するもの 
（１１）　ボーリング場、スケート場、水泳場及び令第１３０条の６の２に掲げる運動施設 
（１２）　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 
（１３）　カラオケボックスその他これに類するもの 

別表第２（第４条関係） 
（１）　法別表第２（ぬ）項第２号、第３号及び第４号に係る建築物 
（２）　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項の規定の適用を受ける用途に供する建築物（料理店を除く。） 
別表第３（第４条関係） 

（１）　法別表第２（る）項第１号に掲げる工場。ただし、同号（２３）から（２８）までに規

定するものを除く。 
（２）　亜硫酸ガスを用いる物品の漂白 
（３）　骨炭その他動物質炭の製造 
（４）　羽又は毛の洗浄、染色又は漂白 
（５）　骨、角、牙又はひづめの引割、乾燥又は研磨 
（６）　れん炭、でん粉又はガラスの製造 
（７）　住宅（第３種特別工業地区内に立地する工場の管理人のための住宅で、町長が規則で定

めるものを除く。） 
（８）　共同住宅、長屋、寄宿舎又は下宿（第３種特別工業地区内に立地する工場の所有に係る

当該工場の従業員のための共同住宅、長屋又は寄宿舎で、町長が規則で定めるものを除く。） 
（９）　店舗、飲食店その他これらに類するもので、その用途に供する部分の床面積の合計が３，

０００平方メートルを超えるもの 
（１０）　図書館、博物館その他これらに類するもの 
（１１）　ボーリング場、スケート場、水泳場及び令第１３０条の６の２に掲げる運動施設 
（１２）　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 
（１３）　カラオケボックスその他これに類するもの 
（１４）　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるもの） 

別表第４（第４条関係） 
（１）　法別表第２（る）項第１号に掲げる工場 
（２）　法別表第２（る）項第２号に係る施設 
（３）　亜硫酸ガスを用いる物品の漂白 
（４）　骨炭その他動物質炭の製造 
（５）　羽又は毛の洗浄、染色又は漂白 
（６）　骨、角、牙又はひづめの引割、乾燥又は研磨 
（７）　れん炭、でん粉又はガラスの製造 
（８）　住宅（第４種特別工業地区内に立地する工場の管理人のための住宅で、町長が規則で定

めるものを除く。） 
（９）　共同住宅、長屋、寄宿舎又は下宿（第４種特別工業地区内に立地する工場の所有に係る

当該工場の従業員のための共同住宅、長屋又は寄宿舎で、町長が規則で定めるものを除く。） 
（１０）　店舗、飲食店その他これらに類するもので、その用途に供する部分の床面積の合計が

５００平方メートルを超えるもの 
（１１）　図書館、博物館その他これらに類するもの 
（１２）　ボーリング場、スケート場、水泳場及び令第１３０条の６の２に掲げる運動施設 
（１３）　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外車券売場その他これら

に類するもの 
（１４）　カラオケボックスその他これに類するもの 
（１５）　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるもの） 
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（１６）　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 
別表第５（第４条関係） 

（１）　法別表第２（を）項に掲げるもの。ただし、同項第二号に規定するものを除く。 
（２）　法別表第２（ぬ）項第３号及び第４号に係る建築物 
（３）　住宅（第５種特別工業地区内に立地する工場の管理人のための住宅で、町長が規定で定

めるものを除く。） 
（４）　共同住宅、長屋、寄宿舎又は下宿（第５種特別工業地区内に立地する工場の所有に係る

当該工場の従業員のための共同住宅、長屋又は寄宿舎で、町長が規則で定めるものを除く。） 
（５）　店舗、飲食店その他これらに類するもので、その用途に供する部分の床面積の合計が３

０００平方メートルを超えるもの 
（６）　図書館、博物館その他これに類するもの 
（７）　ボーリング場、スケート場、水泳場及び令第１３０条の６の２に掲げる運動施設 
（８）　マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券販売所、場外車券売場その他これらに

類するもの 
（９）　カラオケボックスその他これらに類するもの（飲食の提供を伴わないものを除く。） 
（１０）　畜舎（床面積の合計が１５平方メートルを超えるもの） 
（１１）　老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの


